
生命保険協会意見 

 

質問１ 次の事項を含む、本公開草案の公表にあたっての方針に同意しますか。同意しない場

合には、その理由をご記載ください。  

・機能的に整合していることを維持するため、原則として 2025 年公表の IFRS S2 号

の修正に含まれる要求事項を取り入れること 

 

質問２ 本公開草案での主な提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載く

ださい。 

以下の論点につき同意しない。 

 

＜論点＞ 

スコープ 3・カテゴリー15 における「保険の引受活動」の取扱いに関する理解について 

 

＜対象箇所＞ 

気候関連開示基準改正案 第 56－3 項 

 

＜コメント＞ 

1．問題意識 

本公開草案では、スコープ 3・カテゴリー15 に関し、保険・再保険の引受やファシリテーションに係る排

出を、測定・開示の対象から除外した場合には、除外した活動に関して説明するよう要求されている

（気候基準改正案 第 56－3 項）。しかしながら、生命保険を主とする保険会社にとって「カテゴリ

ー15 からの除外宣言」自体が、SSBJ 基準が前提とする概念構造と必ずしも整合しない可能性があ

ると考えられることから、その点につき確認させていただきたい。 

 

2．前提 

気候関連開示基準 55 項が参照するスコープ 3 基準（2011 年）においては、スコープ 3・カテゴリ

ー15（ファイナンスド・エミッションを除く）と生命保険の引受活動との関係について、明示的に整理さ

れていない。 

また、本改訂案は IFRS S2 号と整合的な要求事項を採用しており、ISSB 基準において明示されて

いない事項について、SSBJ として新たな解釈や定義を行わない方針であることは理解している。 

 

３．生命保険の特性を踏まえた実務上の課題 

人の死亡・生存等を対象とする生命保険の引受は、スコープ 3 基準（2011 年）のカテゴリー15 の

スコープとなる排出源に関連する企業の事業活動、物的資産又はプロジェクトを直接の対象とするも

のではなく、また、排出源への金融的関与という因果関係を見出すことも困難である。 



生命保険の引受活動がカテゴリー15 のスコープに含まれるか明確な整理が示されていない状況であ

るため、生命保険の引受活動に係る温室効果ガス排出が「カテゴリー15 からの除外宣言」に該当す

るかが、実務上、企業ごとに判断や対応が分かれる可能性がある。 

 

4．本論点に係る確認事項 

本コメントは、カテゴリー15 の対象となりうる保険の引受活動について、SSBJ に新たな解釈や定義を

求めるものではない。上記が SSBJ 基準上明示されていないことを前提に、生命保険の引受に関して

カテゴリー15 からの除外宣言を実施するか否かについては、企業ごとに判断が分かれ得るとの想定の

もと、SSBJ 基準を適用することになるという理解でよいかを確認するものである。 

 

以下の論点につき同意しない。 

 

＜論点＞ 

ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示 

 

＜対象箇所＞ 

気候関連開示基準改正案 第 C5（5）項、第 C6（5）項、第 BC166-2 項 

 

＜コメント＞ 

1．意見概要 

当会は、ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示において、「産業分類システムを選択

し、その理由を説明する」という改訂案は、IFRS S2 号との整合性を重視したうえで提案されたものだ

と理解している。 

一方で、一般に用いられている「既存」の産業分類システムの使用が前提とされた場合、IFRS S2 号

が採用する原則ベースの基準が、運用面で過度に硬直化する恐れがあるとの問題意識を有してい

る。 

本コメントは、IFRS S2 号の改訂内容を踏またうえで、産業分類システムの選択に関する実務上の

留意点について意見を述べるものである。 

 

2．IFRS S2 号の理解 

（1）産業分類システムの「選択」に関する要求事項の構造 

IFRS S2 号は、報告企業の移行リスクへのエクスポージャーを利用者が理解できるよう、ファイナンス

ド・エミッションを相手方の産業別に分解して開示することを要求している。その際、報告企業が選択

（select）する産業分類システムについて、企業固有の分類システム（entity-specific 

system）よりも、一般に用いられている分類システム（commonly used system）の方が情報

の比較可能性をサポートする可能性が高いとされている。また、一般に用いられている分類システム



が、気候関連の移行リスクへのエクスポージャーに関する有用な情報を提供することを可能とする場

合、他の条件が同じであれば、報告企業は一般に用いられている分類システムを優先

（prioritise）しなければならないとされている。（IFRS S2 B62A(a)(i) および B63A(a)(i)） 

（2）「企業固有の分類システム」の位置付け 

上記のとおり、IFRS S2 号は、産業分類システムの選択にあたり、一般に用いられている分類システ

ムを優先すべきと明記しているものの、選択対象となる特定の産業分類システムを列挙しておらず、ま

た、「既存の分類システムのみ」が選択対象になるとも記載していない。（１）に記載の IFRS S2 号

の記述を踏まえれば、気候関連移行リスクへのエクスポージャーに関する有用な情報をより提供できる

場合、企業固有の分類システムが選択対象となることを示唆していると理解できる。言い換えると、

IFRS S2 号が示している「一般に用いられている分類システムを優先する」という考え方は、比較可能

性を高めるための方向性を示したものであり、「既存の分類システムのみが選択対象になる」という前

提条件を示したものではないと理解できる。 

 

3．企業のリスク管理の実態との整合性 

企業がファイナンスド・エミッションに関連する移行リスクを管理するにあたっては、排出量の水準、規制・

技術の変化、投融資ポートフォリオにおける重要性といった観点から、重要性の高い分野を重点的に

管理し、影響が限定的な分野を集約するといった分類がなされることも考えられる。このような分類は

必ずしも既存の産業分類システムの区分と一致するとは限らないが、利用者にとっては、企業がどこに

重要な移行リスクを認識しているか、どの単位でリスクを管理しているかといった実態を理解する上で有

用な情報となり得る。 

一方で、既存の産業分類システムの使用が実務上の前提条件として固定された場合、リスク管理の

実態と乖離した「開示のための分類」に従った情報が開示される恐れがある。言い換えれば、既存の

分類システムの使用を強制することにより、利用者は産業分類の項目という比較可能性を確保するこ

とと引き換えに、経営陣が実際に使用しているリスク管理上のフレームワークという貴重な情報を放棄

することになる可能性がある。 

 

4．海外子会社を含む企業グループの実務への影響 

ファイナンスド・エミッションは、実務上、海外子会社による海外投融資先を含め、企業グループ全体で

把握・開示されることがある。 

このような状況において、比較可能性のみを理由として、国内市場で一般的に用いられている既存の

分類を海外子会社の投融資先にまで一律に適用することとなった場合、当該分類システムが現地の

産業構造や規制環境、移行リスクの把握単位、グループ内のリスク管理実態と整合しない可能性が

ある。その結果、海外子会社に係るファイナンスド・エミッションについて、実際のリスク管理と乖離する

可能性がある。 

 

5．SSBJ の審議過程における本論点に対する認識 



IFRS S2 号の改訂に際し、SSBJ が ISSB に提出したコメントレターにおいては「企業はよく知られて

いる産業分類システムの 1 つを選択することになり、企業が独自に産業分類を開発するわけではない」

との想定が示されている（6/23 SSBJ コメントレター18 項）。また、10 月 23 日に開催された第 58

回 SSBJ 委員会において、企業独自の産業分類システムが使用されることについては明確に否定さ

れている。 

本公開草案の条文自体は IFRS S2 号と整合的に記載されていることから、企業独自の分類システ

ムは明示的に禁止されていないと理解しているが、上記のような SSBJ の審議過程における認識が今

後も引き継がれ、SSBJ 基準改訂における暗黙の前提として固定化された場合、本来 IFRS S2 号

にて想定されていた柔軟性が十分に発揮されない恐れがある。 

 

6．提案 

以上を踏まえ、当会としては、一般に用いられている既存の産業分類を使用すること自体を否定する

ものではないものの、それを前提条件として固定するのではなく、IFRS S2 号 B62A(a)(i)および

B63A(a)(i)が示すとおり、ファイナンスド・エミッションの産業分類においては、移行リスクへのエクスポー

ジャーの理解に資するか否かという原則を重視し、報告企業には IFRS S2 号と同様のオプションが確

保されているということについて誤解が生じないようにすることが望ましいと考える。ついては、気候基準

C5（5）項、C6（5）項を、IFRS S2 号（IFRS S2 B62A(a)(i) および B63A(a)(i)）と整合

的に修正することを提案する。（下線は追記箇所） 

「（前略）相手方を産業別に分類することができる産業分類システムを用いなければならない。同じ

産業又は法域で事業を営む企業などが共通して使用している産業分類システム（一般的に用いら

れている産業分類）は、特定の企業のみが使用している産業分類システム（企業固有の産業分類

システム）より、情報の比較可能性を向上させる可能性がある。産業分類システムの選択にあたり、

他のすべての条件が同じであれば、一般的に用いられている産業分類システムを選択することを優先

しなければならない。」 

 

7．最後に 

本意見は、SSBJ 基準と ISSB 基準との整合性を確保することを目的として、ISSB 基準が採用する

原則ベースの仕組みを、SSBJ 基準の実装段階で過度に硬直化させることのないよう整理をお願いす

るものである。本公開草案が、多様な事業構造・リスク管理実態を有する企業にとって、また、利用者

にとって、有用な情報提供につながる基準となることを期待する。 

 

質問３ 適用時期等に関する提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載く

ださい。 

 

質問４ SSBJ 基準の初めての改正にあたって必要と考えられる変更の提案に同意しますか。同

意しない場合には、その理由をご記載ください。 



 

質問５ その他、本公開草案に関して、ご意見がありましたら、ご記載ください。なお、本公開草

案の定めに関するご意見の場合、適用基準改正案、一般基準改正案又は気候基準

改正案のいずれに対するご意見なのか、また、どの項番号に関するご意見なのかを明確

にご記載ください。 

 

 


